Recent Trends of Buraku (Hamlet, Community) Industry and Pressing Problems for Them : Through Recent Researches at NARA and OSAKA Regions by 田中 充 & Tanaka Mitsuru
部落産業の現状・問題点および対策課題 : 奈良お
よび大阪における実態調査を通じて(2)
著者 田中 充
雑誌名 關西大學經済論集
巻 42
号 4
ページ 583-608
発行年 1992-10-31
その他のタイトル Recent Trends of Buraku (Hamlet, Community)
Industry and Pressing Problems for Them :
Through Recent Researches at NARA and OSAKA
Regions
URL http://hdl.handle.net/10112/13829
583 
研究ノート
部落産業の現状・問題点および対策課題
—奈良および大阪における実態調査を通じて一ー (2)
? ?
充
目次
はじめに
1 部落産業に関する基本的認識
1)同和対策の継続と部落実態調査の必要性・意義
2)中小・零細企業としての部落産業問題
2 奈良の場合
ー「桜井市同和地区産業実態調査結果報告書」を通じて—
はじめに
1)桜井市の産業構造の概況
2) 大福•吉備地区産業調査報告
2) -1 大福•吉備地区の概観
2) -2 産業分析
その1 皮革産業（皮革•履物）（以上前号）
その2 土木・建設業（以下本号）
その3 皮革•履物以外の製造業・商業・その他の産業
その4 大福•吉備地区産業の小括
2) -3 内職
3) 初瀬地区産業調査報告
3) -1 初瀬地区の概況
3) -2 産業分析
その1 土木・建設産業
その2 皮革•履物産業（以下次号）
その3 製造業・食肉業
その4 商業
その5 飲食・サービス業
3) -3 内職
4) 豊田地区産業調査報告
115 
584 関西大學「純清論集」第42巻第4号 (1992年10月）
3 大阪の場合
ー「大阪靴メーカー90年代のビジョン」を通じて一一
その2 土木・建設業
次に，本論の論者は，皮革産業に続く当地区の主要な産業として土木・建設業をあげ，
皮革産業との比較において実態分析され，論を進められている。
まず，論者は，土木・建設業を“第二の部落産業”と位置づけられる。
それは，これらの産業が現在，部落の人々の生計を支える重要な産業になってきている
からである。もとより，部落の人々の主要な職業・肉体労働ー一いわゆるきつい・きたな
い・危険のSK, しかも不安定な仕事-として土木・建設関係の仕事は歴史・伝統性を
もってきているのである。
論者は，皮革•履物産業と土木・建設業における企業歴（営業年数）を比較され，前者
の57.8%が21年以上であるのに対して，後者の80%が20年以下であることに注目され，そ
の理由として，次のように述べられている。
「皮革•履物業が日本経済の「高度成長」が本格的に開拓された1960年前後から，活動
を開始したのに対して，土木・建設業は高度成長のひずみが，処々に霊呈し，オイルショ
ック， ドルショックを経て， 日本経済が低成長期にはいりこんだ前後から， 活動を開始
し，その半数は， 最近の70年前後から営業を始めたことを示している」。そして，その背
景として「列島改造」（〔17〕）ブー ムおよび1965年の『同和対策答申』とこれに基づく 1969
年発布の『同和対策事業特別措置法」をあげ，これらを契機，「出発点とする全国の同和
地区における住環境整備の進展が存在する。その意味において，同和地区における土木・
建設業は，列島改造と特別措置法の落とし子といえないことはない」（頭点 筆者）， 「全
国の多くの同和地区において，土木・建設業はかつての第二の部落産業としての雑業に代
わって，新しい第二の部落産業として登場したのである」（〔1〕50ページ）とさえ強調さ
れる。
なお，土木・建設業が部落の人々の重要な産業になってきたのは，本論の論者も強調さ
れるところであるが，部落環境改善のため，これまで部落の人々がたずさわっていたこれ
らの産業が仕事保障施策の対象となったことも事実である。
さて，ここにおいて， 論者は， 非製造業や新しく登場した土木・建設業などでは「『業
者一下請職人一賃職人ー内職者という生産関係の網の目が血縁・婚姻・家系等によって
“系列化"」することはない」という実態にも注目され， すでにあげて見てきたような部
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落産業の定義・規定などに「若干の抵抗がある」と述べられる。論者自身，かつては部落
産業の定義の本質部分と考えてこられたこの“系列化”の解釈のため，「建設業も一見，
新しい部落産業として登場しうるかと思われるが，その現場主義にもとづく流動性のため
に，部落産業としての要件を欠く」（〔1釘 68ページ）として，建設業を部落産業の範疇に
入れておられなかった。そこで， 論者は．「このせまい規定では戦前の第二の部落産業と
しての麒が視野から欠落するばかりでなく，雑業にかわって現在新しく登場した第二の
部落産業としての土木・建設業も視野から欠落する」（〔1〕51~52ページ）と主張され，
鶴嶋雪嶺教授の「部落差別の結果，重要産業，陽のあたる産業から排除されてきた同和地
区住民が，生きていくために，やむなく選択した仕事が，困難の中で小さな産業として定
着したものであり，それは当然，経済的に不利で，人のいやがる仕事である」（〔19〕Iペ
ージ）という論述に同調される。すなわち，「同和地区において， 急速に伸長してきた土
木・建設業は，部落差別の結果，重要産業，陽のあたる産業から排除されてきた同和地区
住民が，新しい環境下で，生きていくために，やむを得ず選択した産業であり， 3K産業
である」と強調され，「土木・建設業を第二の部落産業として規定するフンギリをえたの
である」（〔1〕52ページ）と論じられている。
ここに，雑業JO)はもとより，土木・建設業を第二の部落産業と規定するかいなかは，
ある意味では議論の余地がないでもない。
そもそも，部落産業そのものを産業論的観点や業種によって厳密に分類しえないのであ
る11)。
10)上田一雄教授は，「現実の被差別部落の存在形態は極めて多様である。しかし基本的
には生活• 生産の強固な共同性のもとに地域共同体としての集団的性格を顕著にもっ
ている部落と，生活• 生産の共同性が解体し，地域共同体としての集団的性格が極め
て希薄になっている部落の二つの類型に分けられる。前者のもっとも典型的なものは
部落内の資本・労働力の関係を基調とする部落産業の存在によって共同体的社会構成
を形成している部落であり，後者のもっとも典型的事例は雑業部落であり，形態的に
スラム化しつつある部落である」と述べられ，部落産業をもっていない部落の人々の
仕事として雑業をあげられている。なお，「まさに被差別部落としての典型的な社会
的性格と問題点をもつものは前者である」（〔1〇〕 3ページ）ということを鋭く問題指
摘されている。
11)さらに，今日，部落産業分野に対する内外資本の進出・攻勢が激しくなってきている
という観点から見れば，馬原鉄男教授が問題指摘されているように，部落産業として
の主要業種には，「一見して特定のかたよりがあり，明らかに差別の結果によるもの
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余談であるが，本小論の英文タイトルにおいて“部落産業”を "Buraku(Hamlet, 
Community) Industry''と記述しているが，これは部落解放研究所の英訳によったもの
である（〔24))。
アメリカでは，中小企業問題の中でもとくにとりあげられているマイノリティー・女性
・身体障害者などいわゆる被差別層・社会的弱者の産業・中小企業は， "SmallBusiness 
owned by Socially and Economically Disadvantaged Classes" と呼ばれている
(〔25〕，〔26〕’〔27〕＇〔28〕）〇
いずれにせよ，本論の論者においても強調されて論じられているように，部落産業とは
部落の人々がいわれなき不当な差別の結果，現在においても今なお資本制経済社会から疎
外されたところで営まなければならない苦悩に満ちた産業であるということは，誰も否定
しえない事実である。
このことを改めて再び強調しておこう。
なお， イギリスの地方では， 18世紀後半の産業革命以降， 近代的機械制工場 ("Fact-
ory")の出現によってとってかわられた手工業 ("Handwork")や，家内工業 ("House
Industry")的作業場 ("Workshop")などを， "IndustrialHamlet"という名称のもと，
現在では，産業博物館として保存・維持しており，老熟練職人の手作り・・手作業の実演に
よって，往時を偲ばせてくれている所などを見かける。まさに，、、HamletIndustry"と
は，旧態•前近代的な“作業小屋”などを意味しており， 日本における部落（共同体＝
でさえもが，今日では，部落の人々の独占業種ではなくなってきている」（〔2〇〕188 
ページ）ということもまた見逃せないのである。
それであるがゆえにこそ，いわゆる産業組織論的立場から見て，「経済が効率的で
完全雇用を達成し，適当な進歩率を維持し．所得分配の平等，資源配分の適正化とい
った諸目標を実現するために向けて，望ましい市場成果を保証し，経済全体の厚生を
合理的な程度にまで高めて行くような競争＝『有効競争」を実現していくよう誘導す
るのが公共政策の役割」（〔21)66~67ページ）となっていかねばならないのである。
換言すれば，「個人の自由と平等について……大規模な企業よりも，規模の小さい企
業を激励すること」（〔2幻 7ページ）は政策担当者に課せられている緊急課題なので
ある。「競争市場経済秩序の確立を目指して……小企業の存続を保障し，その育成強
化の措置を取ることは競争促進の原理と十分に両立しうる」（〔23〕，。および102ペー
ジ）と言えよう。
このように，産業組織論的立場から見ても，今こそ，部落産業への抜本的施策が行
われなければならないのである。
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"Community")産業の現状を言い当てていると言えよう。
では，当地区における土木・建設業の特徴・問題点などについて，本論の論者の実態分
析に依拠しつつ見ていこう。
まず，経営者の前歴であるが，一般的に，中小企業の創業者に多々見られているように，
当業界においても同業の従業員がその経験をもとに独立ーいわゆるマーシャルの“上進
運動”あるいは“スヒ゜ンオフ”現象が最も多い。とくに建設業では9人中6人， 66.7彩で
ある。
なお．経営者・従業員の前職が木材製造業者1, グローブ製造業者1, グローブ製造業
の従業員2というように，他の産業，ことに伝統的部落産業・業種からの転業あるいは参
入が見られている。このことは， たしかに，「部落産業の比重が， 皮革•履物業から土木
・建設業に移行していく傾向」，あるいは伝統的部落産業からの転業・脱皮と言えよう。
これを要するに，本論の論者も強調されているように，前歴が同業界における「従業員
から経営者への道がまだ開かれている」（〔1〕53ページ）ということともども，当地区に
おける土木・建設業は主要な産業となってきているのである。
しかしながら，その実態は決して良好なものと言えないこともまた事実である。すなわ
ち，たとえそれが部落の人々にとって格好の“ニュービジネス” として登場したとして
も，それは，従業員一労働者としての経験かあるいは小資本によるところの新規参入であ
り，結局のところ，他の部落産業において一般的に見られているところの，差別の結果に
よる宿命的な劣悪条件のもとでの企業経営を強いられているということもまた如実にうか
がわれる。
すなわち， 1 経営の組織形態は20業者中17までが個人経営（皮革•履物では33中29)
であり，株式会社は3(皮革•履物でも 3), その資本金は2,000万円， 1,000万円， 300万
円（皮革• 履物では5,000万円， 4,000万円， 1,200万円）と小額である。このことによっ
ても，安易な新規参入の可能性さえうかがわれる。また， 2 仕事場と住居も未分離であ
るため．生活時間と労働時間との混同ということも問題である。
そのため．ここにおいても，本論の論者は「土木・建設業が皮革•履物業に比しておく
れていることは．その歴史の浅いこと，そのために，産業の初発段階特有のある種の流動
的状態にあること，行政・運動体双方からの指導・助言が不十分であることによるもので
あろう」（〔1〕54ページ）と鋭く問題指摘されるのである。
次に． 経営の生産形態について本論の論者は， 同様に皮革•履物業と比較されながら
（表1-14)問題指摘されている。すなわち，「建設業界では， 大手5社（鹿島・大成・
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表1-14 経営の生産形態 （企業）
I土・建 I皮 履
独 立 ゜ 29 独立・下請 7 ゜下 請 12 3 
孫 下 請 1 1 (其の他）
計 I 20 33 
（出所）表1-1に同じく， 55ページの表B-8。
大林・竹中・清水）をトップとする系列のピラミッド体制が完成しており，大手同志や，
大手と地元大手が結んで，建設共同体を結成して受注し，時には，形式的に相互に下請と
なるような業界体質のもとにおいては，このヒ°ラミッド体制の最底辺に新規参入する場合
は，下請が圧倒的となることは，当然であるともいえる。しかも，種々の圧力は，「上から
下へ」と転化されて，この最底辺の下請・孫下請に最も強く加えられるのである」（〔1〕
55ページ）12)。
次に， 従業員の年齢別構成については， 高齢化が見られているものの，「土木・建設業
12)筆者は，土木・建設業者ともしたしく企業経営をめぐる問題などについて話し合う機
会があるが，多くの業者たちは，「1 同和対策事業の一環として， 同和地区の環境
・住宅改善などが推進されるようになったこと， しかも， 2 それらの事業にたずさ
わる業者をその地区の人々に当たらせるというように，部落の人々の仕事保障という
二つの側面で，当初，同和対策事業の目的・効果はかなり見られたものの，改善事業
が一段落着くと，これに代わる新たな仕事もない。さらに，大事業となると大手業者
の手に移ってしまい，同和地区の小零細業者はその下請に組み込まれることなく，最
底辺の浮動的下請に甘んじなければならない。そのような仕事を得るためにさえ同業
者同士で激しい競争をしなければならない。仲間同士での葛藤」という切実な苦悩を
訴えられる。
筆者が，中小・零細企業の望ましい存続• 発展は彼らの絶え間なき自助努力はもと
より，彼らの組織化，そして，それを指導・育成するところの行政側からの抜本的施
策こそが必要であるということを強調指摘する理由も，このような実態に基づいてい
るのである。
この場合， 残事業への参入はもとより， さらなる新規公共調達・需要の開拓， そ
して，すでに完了した事業における定期的なアフクケアーなどによる事業の継続化を
示唆している。一一たとえば，部落解放和歌山県企業連合会業種別対策研修会 (1982
年1月16~17日，和歌山県，和歌浦，北村荘）など，枚挙にいとまがない。
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では，土木と建築の分化， 独立化の傾向が発展の傾向をひめており， 双方を営む業者で
は，老衰期に入っている」ということ， これに比して，「建築のみの業者では， 60歳以下
の労働者が27人で，年齢分布もかなり理想型に近い」とみなされている。それは，「防水，
塗装といういわばインテリアの領域が若者に好感されていることによるものと思われる」
（〔1〕60ページ）からである。
従業員の雇用形態や給与の種類・月額・ 1カ月平均労働日数などは表1-15~16のとお
りである。また，賃金格差が，以下のように問題指摘されている。
「全国的な産業別賃金格差 (1988年で30人以上の規模では，建設業の平均賃金は271,200
表1-15 (1) 従業員の雇用形態と
給与の種類
1雇用形態 給与の種類
常雇 37 月 給 ， 
日雇 17 日給•月給 ゜臨時 4 日 給 54 
パート 2 時 給 ゜その他 6 請負給 ゜N A 2 出来高給 ゜不 明 5 
計 68人 68人
（出所）同， 62ページの表悧と r-l。
表1-15 (3) 給与月額
土・建業 皮•履
~ 3.9万円 0人 0人
4.0~ 4.9 1 1 
5.0~ 9.9 4 26 
10.0~19.9 4 24 
20.0~21. 9 14 24 
25.0--29.9 18 13 
30万円～ 1 4 
不明 16 23 
計 68 115 
（出所）同， 63ページの表（トー1)。
表1-15 (2) 従業員の給与の種類
給与の種類 土・建業 皮•履
月給 ， 29 
日給・月給 ゜ 1 日 給 54 12 
時 給 ゜ 40 請負給 ゜ 6 出来高給 ゜ 8 不 明 5 ， 
計 68人 115人
表1-16 1カ月の平均労働日数
I土・建 皮•履
0~14日 4人 0人
15~19 6 6 
20~24 35 59 
25~30 18 (25日18人） 35 
不明 5 15 
計 68 115 
（出所）同， 63ページの表（チー1)。
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円，なめし革業183,100円， 5人~29人規模で，建設業227,700円．なめし152,200円）」。
このように， 賃金・労働条件などから見ても． 「皮革•履物業と土木・建設業の20歳代
の労働力の鋭い格差が，若年労働力をして皮革•履物業を見捨てて，新興の土木・建設業
へと移行せしめたこともうなづける」（〔1〕63ページ）と論じられている。
このようにして．本論の論者は，当地区における「土木・建設業が皮革•履物業よりも
まさっている」（〔1〕67ページ）ことを経営・分析の面からも強調指摘されている（表
1-17)。
このことは，さらに，金融融資の面においても，ことに“部落産業向け特別融資”への
依存の差異によっても如実にうかがわれる（表1-18)。すなわち， 何らかの形で融資を
受けているのは，皮革•履物業者の方が土木・建設業者よりも多いということである13)。
表1-17 経営·分析から見た皮革•履物業と土木・建設業
土・建 皮•履
優 良 経 営 4 (20彩） 2 (6彩）
限 界 経 営 6 (30%) 3 (10彩）
（業業績績最低経不営良をふ経く営む）
4 (20彩） 12 (36%) 
不 明 6 (30彩） 16 (43%) 
計 20 (100彩） 33 (100彩）
（出所）同， 67ページの表B-17。
表1-18金融事情の比較 （企業）
藝、融るか資とも四→のらを受紐坤双け蔵方て臓のい員
双方受けて 囀産業特 一般金融機
関の融資の NA 計（不明）いないもの 別融資のみ み
土・建 2 8 5 2 3 20 
皮•履 7 10 7 4 5 33 
（出所）同， 69ページの表B-19。
13)本論の論者は，いわゆる部落産業に関する金融制度の主要なものをあげ，それらが徹
底して活用されているかということなどについても鋭く問題指摘されている。
「周知のように，経営資金にかかわる各種の法律・制度については，① 同和高度
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表1-19 企業の将来についての比較
土・建 皮•履
拡大したい 11 (55彩） 3 (9彩）
多角化したい 3 (15彩） 4 (12彩）
現状維持 4 (20.%) 17 (52%) 
縮小したい ゜ ゜転業したい ゜ 4 (+ 2) 廃業したい 1 2 NA 1 3 
計 20 33 (+ 2) 
（注） 皮革•履物業の(+ 2)は回答を 1つに
指示したのに，複数回答が2つあったから
である。
（出所） 同， 70ページの表B-21。
ここにおいて，より本質的な問題として，金融援助施策の目的・役割が何であるかとい
うことが浮かび上がってくるのである。すなわち，金融援助施策が皮革•履物業界をどれ
だけ近代的・合理的産業として存続• 発展せしめうるかという問題である。
事実，本論の論者による“企業の将来性についての比較”分析からも明らかにされて
いるように（表1-19), 土木・建設業者の中で事業拡大を意図している業者は20業者中
11業者で55彩である。このことからも，この業界の将来性はうかがわれるところである
が，しかし，それは現状に甘んじることなく，積極的に合理的・近代的経営によるところ
の規模的拡大でなければならないという厳しい条件が内に秘められているともみなせるの
である。
これに対して，皮革•履物業者にあっては，企業の拡大を意図する業者はわずか 9 彩に
しかすぎず，現状維持が過半数，転業，廃業を合わせて見ると20%という数字になってい・
る。伝統的部落産業としての当業界の限界が現れているものと受け止める必要があろう。
もとより， 土木・建設業界にあっても， 企業経営の問題点（表1-20)・企業発展のた
化融資制度 (72年），③ 奈良県部落産業特別融資制度 (68年），⑧ 中小企業事業転換
対策臨時措置法，④ 産地中小企業対策特別措置法，⑥ 雇用調整給付金制度等々があ
り（解放同盟奈良県連「同和対策事務必携」 1988年参照）， これらの諸制度に関する
説明や資金借り出しの手続き等に関する援助が，行政・運動両方のサイドから不足し
ているように思われてならないのである」（〔1〕69ペー ジ）。
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表1-20 企業経営の問題点 表1-21 企業発展のための必要な対策
(1) 工事高の減少 10 (1) 技術力の向上 13 
(2) 利益の低下 13 (2)人材の養成 16 
(3) 資金力の不足 10 (3)業界の集約 3 
(4) 技術力の不足 5 （合併・統廃合など）．
(5) 従業員の不足 13 (4)業界の協調 8 
(6) 営業力の不足 5 (5) 事業・設備の共同化 1 
(7) 後 継 者 2 NA ， 
計 58 計 50 
（注） 回答はいずれも 3を指定したが3以下の回答もあり，合計60に達していない。
（出所） 同， 71ベージの表B-22およびB-23。
めの必要な対策（表1-21)などもうかがわれる。しかしながら，行政支援への依存・要
望となると，皮革•履物業者の 8割が望んでいるのに対して，土木・建設業者の方では45
形であるということからも，自助努力で操業しうる産業と，それが不可能に近い産業とい
う構造上の問題が，厳しく現れていると言えよう。
本論の論者もこの点を重視され，以下のような論述で結ばれている。
「両業界の「行政の支援」に対するこの態度の差異は，業界の危機が，皮革•履物にお
いて，それほど深刻であること，伝統的部落産業として，土木・建設業よりは歴史が古い
皮革•履物業においては，歴史的過程の中で，行政との意志疎通のパイプがそれなりに構
築されてきたのに対し，土木・建設業の場合は第二の部落産業としての位置づけが不明確
であり（私自身が建設業を第二の部落産業と規定することにふみきったのは，この実態調
査を通じてであることはさきに自己批判した）， その上， 行政の支援なしにやっていける
という業界の自負が意志疎通のパイプの欠落をひきおこしたことによるのではないかと推
察されるのである」（〔1)72ページ）＂）。
14)当地区，すなわち，部落における土木・建設業を第二の部落産業とみなすかどうかと
いうことは別として，他の地区における部落解放企業連合会の会員である土木・建設
業者たちにあっては，同和対策事業が始められた当初，税金対策など，傘下の当該組
合単位で行動していたのが，その後，自分たち同士はもとより，他の同業者との過当
競争を避け，望ましい業界の存続• 発展を目指し，広く同業界の人々とも連帯して，
意見交換のための研究会や行政側との会合も積極的にもち，その成果も実ってきてい
ることもまた事実である。
たとえば，脚注12)において和歌山県の場合をあげたが，兵庫県の場合でもより一
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続いて，本論の論者は皮革•履物以外の製造業・商業・その他の産業・内職などについ
ても綿密な実態調査をされ，鋭く問題指摘されている。そして，今後これらの産業つまり
当地区の人々の経済生活の望ましいあり方と，それを支援するところの行政施策および関
連指導団体・機関などに対しても，具体的かつ有意義な提言をされている。
その3 皮革•履物以外の製造業・商業・その他の産業
まず， (1) 皮革•履物業以外の製造業 (II) の業種について見ておくと， 建具製造・袋
物（ナイロン）・スパイクのガード・板金・不明（いずれも 1業者ずつ）などであるが，す
べての業者が小零細規模の個人経営である。また，対象6業者の内4業者までが業績不良
経営（業績最低経営を含む）である。残りの2業者は不明ということであり，優良・限界
経営は0である。
次に， (2)商業については，卸が1,食品12(食品一般4・酒5・米穀2・鮮魚1), タ
バコ 3,衣料（雑貨） 3・燃料2・靴2.生花1・薬局1,不明9で，合計33である。
同様に， (3)その他の産業の内訳は， 飲食業12・サービス（美容院・木材の積みこみ）
12・食肉2・運送5・雑6・不明1の合計38である。なお雑の内訳は， 自動車修理・廃物
処理・歯科医・学習塾などである。
その4 大福•吉備地区産業の小括
このようにして，本論の論者は，当地区の産業の主要な要件•項目などをそれぞれ比較
検討され，表示されているので，以下にあげておこう。
層この面での積極性がうかがわれた。一一兵庫県中小企業連合会神崎飾磨郡商工連合
会主催，播磨市川ライオンズクラブ・福崎ライオンズクラプ・播磨ゴルフクラブ協同
組合後援，「1980年代の中小企業経営の展望」講演会 (1980年11年19日， 市川町商工
会館）。部落解放同盟兵庫県連合会・部落解放研究所主催， 部落解放研究第2回兵庫
県集会，「部落産業と仕事保障」・「部落産業と特別措置法」（宝塚中学校， 1980年11月
23~24日）等々 。
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表1-23 経営の組織形態細分
個 人 経 営
経営者のみ 家族経営 家従業員族経営・ 経従業営員者経営・ NA 株 I計
皮• 履 1 10 19 ゜゜3 33 土・建 ゜ ゜
， 5 3 3 20 
製造(II) 1 ゜ 3 1 1 ゜6 商 業 6 19 6 ゜ 1 1 33 飲食業 3 3 4 1 1 ゜12 サービス 3 3 3 3 ゜゜12 食 肉 ゜ 2 ゜ ゜゜゜2 運 送 2 2 ゜ ゜゜1 5 雑 1 3 ゜ 1 ゜1 6 不 明 1 ゜ ゜ ゜゜゜1 計 18 42 44 11 6 9 I 130
（注）① 家族・従業員経営であっても，株式会社の形態をとるものがあるが，株式会
社は一応除外した。
② その他の経営（親族の共同経営， 協同組合経営， 有限会社それぞれ 1) 
は，家族経営の中にふくめた。
（出所）同， 100ページの表F-3。
表1-24 各産業の就業者
経営者 家族従業者 従業員 内職 小計 下請
皮• 履 33人 42人 122人 116人 313人 31軒十a
土・建 20 19 68 ゜ 107 36軒十a製造(II) 6 5 13 24 
商 業 33 25 11 69 
飲食業 12 ， 8 29 
サービス 12 12 20 44 
食 肉 2 2 ゜ 4 運 送 5 3 15 23 
雑 6 3 8 17 
不 明 1 ゜ ゜ 1 計 130 120 265 116 631 6哺 +a
（注）不明， NAは省略，したがって，従業者の実数はこれを上廻るものと推定され
る。
（出所）同， 101ページの表F-4。
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以上のように， 本論の論者は， 当地区の産業実態分析を通じて見られる問題点の中で
も，まず，若年労働力の欠落一高齢化現象が，ことに「主力産業の皮革•履物業，土木・
建設業において著しいこと」（〔1〕101ページ）を指摘される。そして，各業界の業績別
分類を表示され（表1-25),「『危機」を強調される部落産業（伝統的・古典的な皮革・
履物業，雑業に代わって登場した新興の第二の部落産業ともいうべき士木・建設業）に比
して，他の産業が惨櫓たる状況を呈していること，••…•このような半破産状態の産業・経
営にかこまれている限り，部落産業の発展は期待しえない」（〔1〕104~105ページ）とい
うことを鋭く問題指摘される。 さらに，「今まで， 部落産業を対象にした調査・研究は，
ただ部落産業だけを対象にして検討してきた」ということ， それはまた，「たしかに，部
落産業が一業種に集中化・専門化し， しかも， それが圧倒的地位を占めるような地域で
は，従来のような調査・研究方法も十分妥当性を持ちえた。しかし，部落産業が他産業と
表1-25 各業界の業績別分類
A 分 類 B 分 類
優良 界限 不振 底辺 最低 ~, 計 優良 限界 不振 底辺 最低 焚I計
皮• 履 2 3 8 4 ゜16 33 8 5 ゜4 ゜16 33 土・建 4 6 1 2 1 6 20 4 6 1 2 1 6 20 製造(II) ゜゜ 2 2 ゜2 6 ゜1 1 2 ゜2 6 商 業 ゜゜ 22 5 2 4 33 4 10 8 5 2 4 33 飲食業 ゜゜ 2 1 6 3 12 ゜゜ 2 1 6 3 12 サービス 1 1 3 2 5 ゜12 2 2 1 2 5 ゜12 計 I7 10 38 16 14 31 I 116i 1s 24 13 16 14 31 I 116
（注） (1)奈良県の地域最低賃金， 日額3,652円，月額91,300円， 15カ月137万円。
(2) (5~29人）の皮・革の平均賃金・賞与（年間） 232万円， 建設の平均賃金
(15カ月） 342万円，製造業（平均賃金15カ月分） 287万円， 商業（同） 281万
円，飲食（同） 281万円，サービス（同） 315万円。
(3) (5~29人）規模の売上高・人件費比率，皮・革1.42% (11%), 土・建 (42
％）（製II)1. 42%, 商業（卸・小売） 4.3%, 飲食4.3%,サービス15彩。
(4) (5~29人）規模の売上高（人件費＋経常利益）率，皮・革28%,土・建 (44
%) (製II)28%, 商業（卸・小売） 2. 796, 飲食22.7%,サービス54%。
(5経済企画庁「経済要覧』， 中小企業庁『中小企業経営指標」労働者「労働統計
要覧』より作製。
（出所）同， 104ペジーの表F-7。
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表1-26 各産業の金融状況
部落産業特別融資 一般金融機関からの融資 計
受け受け 受け受け 受てけ 受け
ていてい NA 計 ていてい NA 計 いてい NA 計
る ない る ない る ない
皮• 履 15 16 2 33 11 17 5 33 26 33 7 66 
土・建 7 13 ゜20 4 11 5 20 11 24 5 40 製造(II) 1 4 1 6 2 2 2 6 3 6 3 12 
商 業 10 19 4 33 11 17 5 33 21 36 ， 66 
飲食業 5 5 2 12 6 6 ゜12 11 11 2 24 サービス 4 8 ゜12 3 8 1 12 7 16 1 24 食 肉 ゜1 1 2 ゜2 ゜2 ゜3 1 4 運 送 1 3 1 5 2 2 1 5 3 5 2 10 
雑 3 3 ゜6 1 3 2 6 4 6 2 12 不 明 ゜1 ゜1 1 ゜゜ 1 1 1 ゜2 計 I 46 73 u 1130 I 41 68 21 I 130 I 87 141 32 1260 
（出所）同, 106ページの表F-8。
表1-2, 各業界の将来の展望
拡たし大い 多し角た化い 現維状持 縮した小い 転した業い 廃した業い NA I 計
皮• 履 3 4 17 ゜4(+2) 2 3 33(+2) 土・建 11 3 4 ゜゜ 1 1 20 製造(Il) ゜2 2 ゜2 ゜゜ 6 商 業 10 4 15 2 ゜ 1 1 33 飲食業 2 ゜10 ゜゜゜゜12 サービス 3 2 7 ゜゜゜゜12 食 肉 ゜゜1 ゜゜'1 ゜ 2 運 送 1 ゜4 ゜゜゜゜ 5 雑 2 1 3 ゜゜゜゜ 6 不 明 ゜1 ゜゜゜゜゜ 1 計 32 17 63 2 6(+2) 5 5 I 130 
（出所）同， 106ページの表F-9。• 
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表1-28各業界の行政支援への態度
I望む 望まない NA I計
皮• 履 26 5 2 33 
土・建 ， 5 6 20 
製造(Il) 4 ゜ 2 6 商 業 20 13 ゜33 飲食業 8 3 1 12 サービス 7 4 1 12 
食 肉 ゜ 2 ゜ 2 運 送 3 1 1 5 雑 6 ゜ ゜ 6 不 明 1 ゜ ゜ 1 ， ? 84 33 13 I 130
（出所）同， 107ページの表F-10。
表1-29各業界の行政支援の希望内容
設贋備曇・設備運転経営市場 人材 転業 そ
の NA 計
資金資金指導開拓 養成 援助 他
皮• 履 ゜4 14 1(2) 3(4) 2(+3) 2(+. 1) 2(8) 5 33(18) 土・建 1 ゜1 ゜゜ 4 ゜2 12 20 製造(II) 1 1 ゜1 1 ゜゜゜2 6 商 業 7 5 3 1 1 1 1 1 13 33 飲食業 1 4 2 ゜゜ (1) ゜゜5 12(1) サービス 1 2 ゜1 (1) 1 (1) 2(1) ゜1 5 12(3) 食 肉 ゜゜ ゜゜ ゜゜ ゜゜2 2 運 送 1 1 1 ゜゜ ゜゜゜2 5 雑 1 2 3 ゜゜ ゜゜゜゜6 不 明 ゜゜ 1 ゜゜ ゜゜゜゜1 計 I 13 19 25 3(3) 6(5) 9(5) 3(+1) 6(8) 46 [ 130(22) 
（出所）同， 107ページの表F-11。
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併存する場合には，部落産業の外部要件として，他の地域産業の分析は不可欠である。な
ぜなら，部落産業が，半破産状態にある他の地域産業にとりかこまれている場合には，す
べての点において，これらの半破産的状態の産業が，部落産業発展の重石として作用する
からである」（〔1J 105ページ）ということ，すなわち， 当然のことながら， 部落産業を
ただ単なる枠内でのみ調査・研究することだけに終わってはならないという本質的な調査
・研究分析方法のありかたを強調して論じられている。
この論者の主張されるところは，かつて故山中篤太郎教授によって画期的に論じられて
主張された，中小企業における「いわば分離理解的な諸傾向に対して，中小工業論の体系
化」（〔29〕序1ページ）された「総合的統一理論」（〔2釘 46ページ），「分離理解方式（中
小企業を全く中小企業として，いわば真空の中にとり出された孤立独存の存在のような地
位に置いて考える見方）から総合理解方式」（〔3〇〕 12および13ページ）という立場が，部
落産業問題研究においても，今後いや現実に，あるべき姿として行われなければならない
ということが，本論の論者によっても論じられているのである。このことを，ここに強調
しておこう。
本論の論者は，「小零細経営を主力とするこれらの産業（とくに商業・飲食・サービス」
の一層の発展のためには，大福・吉備の駅前の再整備をかねたショッピング・センター
（医療，老人福祉，文化センター，観光センターの役割をかねそなえることが望ましい）
の建設が必要である。その場合，大福•吉備をつらぬく南北の伊剪街道，橘街道の拡幅，
八木•朝倉間の近鉄の高架化（近い将来必ず必要となる）， JR桜井線の高架化， 近鉄・
JRの大福総合駅の建設，この駅ビルのショッピング・文化センターとしての使用，現在
の商業，飲食，サービス業者の駅ビルヘの入居等，体系化された構想の一環としてこれら
の問題が考察されることが望ましい。その場限りの，場当たり的援助は，決して効率的で
はないからである。日米構造協議で決定された1哨三間での430兆円の社会支出もこのよう
な構想に光を与えるはずである」（〔1〕105ペー ジ）と， 実行可能な， いや実行されるべ
き施策などを具体的に提言されている。
2) -3 内職
そもそも，“内職”とは， 1家計の側から見ると，主たる所得が低く，経済生活が苦し
いため内職に頼らねばならないという所得収入のための手段であり， 2企業の側から見
ると，人手不足への対処あるいは正規の従業員以外による作業達成のための手段である
―ことに低賃金・人件費コスト安を意図したところの一ーとみなすならば，まさに部落
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産業および部落の人々においては重要な意味をもっており，当地区においても，それが如
実に現れているということがまた，本論の論者の調査によっても，まずうかがわれる。
当地区における，皮革•履物業の内職依頼数は116ということであり， そして， その発
注先も同和地区が37,地区外が6となっている。その仕事内容は，靴の13, グローブの12
となっている。地区外の内職の内容を見ると，靴・サンダル・運動具の各1で，残りの3
は不明ということである。
このように，内職一つ見ても，同和地区からの内職依頼あるいは仕事内容がいわゆる部
落産業であるため，地区外の人々はいやがるという風潮が，この調査によってもうかがわ
れるのではなかろうか。筆者たちの調査の際にも，「人手不足を補うために職業安定所を
通じて広くパートやアルバイトを募集しても靴・革に対する偏見・予断一差別意識のた
め」（〔31)142ページ）それが充足されえないということを，多くの業者が訴えていたこ
とが思い出させられるのである。
さて，内職の仕事内容は， ミシンかけ，糊つけ・ひも通し・裁断・ 手縫い• その他であ
る。
内職者の性別および年齢構成では， 47人中女性が43人，男性3人，回答なし1で，圧倒
的に女性が多く，その平均年齢は49.1歳と高年齢層であるり，しかも「内職の主流は，女
性による家計補助的なものである」（〔1〕114ページ）と強調指摘されている。
表1-30 内職の業種・製品 （人）
業種 I 製 品 1内職昔数
皮 靴 13 
グロープ 12 
革 手 袋 3 
(32) 革コー 卜 1 
運 動 具 1 
袋 物 1 
ヘルメット内側 1 
（小 計） 32 
化 学 サンダル 3 
衣 料 衣 服 2 
不 明 不 明 10 
計 47 
（出所）同， 108ページの表G-1。
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また，その労働時間についても， 日によってバラつきがあり， 不安定であるが，「8時
間以上の労働は，内職者が通常の労働者よりも長く働いている。…；••とくに10時間以上の
内職者が47人中7人もいるということは問題で，内職による家庭崩壊の危機が内在してい
る」（〔1〕118ページ）と鋭く問題指摘されている。
さらに，賃金についても，仕事の内容によって加工単価が多種多様であり，しかも「お
どろくべき低賃金と肉体をすりへらすような労働とみじめな生活とに結びついた内職・家
内労働を温存してきた」（〔1〕125ぺ＿ジ）ことをも問題指摘され，「せめて， 1日の労働
時間8時間， 1カ月25日で，奈良県の地域別低賃金月91,300円に達するような，単価改正
が，望まれる」（〔1〕125ページ）と，具体的な改善施策がリコメンドされている。
いずれにせよ，内職を通じて見ても，部落の人々の生活の苦しい実態がうかがわれる。
本論の論者は，このような内職に頼らねばならない人々にこそ，緻密で具体的な労働行政
と運動体による指導なども行われるべきであるということを鋭く強調指摘され，当地区の
実態調査とその分析を，以下のようにしめくくっておられる。
「労働行政は，果たして， そのアフターケアーを行ったのであろうか。行政サイドは
労働手帳交付に，どのような指導と援助を行ったのであろうか。また， 運動サイドは，
最も見すてられ， ふみにじられた仲間に， どのような援助の手をさしのべたのであろう
か」（〔1〕129ペー ジ）。
3)初瀬地区産業調査報告
初瀬地区に関する実態調査は，山本順ー教授が担当されている（璽）。
そこで，次に，本論の論者の分析と論述の展開を紹介しつつ，当地区における産業の現
状・問題点，そして，それらを通じて必要とされる対策課題は何であるかということなど
を，以下に見ておこう。
3)-1 初瀬地区の概況
周知のように，桜井市は名刹長谷寺をはじめ，名所・旧跡が多いが，一方，初瀬地区は
山間部が多く，平野地が少ないため，工場立地はもとより，農業においても耕作地が少な
い。したがって，人口においても減少傾向 (1975年3,446人， 8吟~2,905人）にあるという
ことなど，産業構造上の不利・限界性などが，まず問題指摘されている。
このような一般的傾向の中で同和地区もその例外でない。
すなわぢ，「初瀬地区にある同和地区は大和川支流の初瀬川から南側の山間部への急斜
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面に位置し，主要な産業としてグロープをはじめ靴，手袋，袋物などの皮革関連産業が立
地し，経営者 (14人）・職人 (39人）・下請職人 (66人）・内職 (40人）と垂直分業が発達
した典型的な地場産業を形成している。その他には土木・建設や清掃業に従事する人が多
い」 ((1〕131ペー ジ）。
これら主要産業の企業の特徴を規模・経営者の前歴などによって見ると，小零細ないし
は生業的であり， したがって「下請・従属形態的であり，さらにはまた，これらの企業が
再および再々下請を利用するなど，土木・建設・皮革•履物産業では重層構造を形成して
いる」（〔1〕133ページ）ということに注目され，鋭く問題指摘されている。
そして，当地区においても，最近の経済環境の変化に対応して地区産業の再編が徐々に
進行していること，すなわち，土木・建設・商業・飲食・サービス業が魅力ある産業であ
表1-31 従業員規模別企業分布 （企業）
11~4人15 ~ 9 J 10~19 J 20~49 J so~s9 I計 1個人l株式
土木・建設 ， 6 3 3 ゜21 20 皮革•履物 38 8 6 ゜゜52 51 造そ・の食他製肉 ゜ 2 2 2 1 7 5 商 業 34 3 ゜゜゜37 36 飲 ビ食・サース 29 5 ゜゜゜34 31 計 I no I 24 1 11 I 5 I 1 I 1s1 I 143 I 
（出所）表1-1に同じく， 132ページの表A-2。
表1-32経営者の前歴
I従同業業者 贔の家族胃他業 贔の家靡族 他業の その他経営者 従業者
土木・建設 6 8 
皮革•履物 22 8 
製造業・食肉業 2 1 
商 業 12 6 
飲食・サービス 13 ゜計 I 50 I 23 
（出所）同， 133ページの表A-3。
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1 
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I 15 
゜゜゜1 11 3 
゜ 1 ゜゜゜゜゜ 8 3 I 1 I 20 I 6 I 
7 
1 
2 
1 
3 
14 
（人）
計
15 
46 
6 
21 
32 
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表1-33主要な営業地域 （企業）
事業所 主要迅業地域
雌鑓 I地区外 対象企業 i桜井市外
土木・建設 21 3 17 13 
皮革•履物 52 6 
製造業・食肉 7 3 7 5 
商業（卸売業） 37(10) 5(1) 37(7) 9(6) 
飲食・サービス 34 12 31 17 
計 151 I 29 I 92 I 44 
（出所）同， 133ページの表表A-4。
表1-34業種別売上状況 （企業）
I増加 I横這 I減少 I計
土 木・建 設 4 8 6 18 
皮 革•履 物 1 12 16 29 
その他の製造・食肉 2 3 1 6 
商 業 4 13 19 36 
飲食・サービス 5 15 10 30 
小 計 16 51 52 119 
内 職 18 15 1 34 
（出所）同， 136ページの表A-9。
り，しかも参入が容易であるということなどの理由から，部落における伝統的地場産業で
ある皮革• 履物業にとってかわってきているということなどが論じられている。
まず，これらの産業の売上状況を業種別に見ると，内職を除いて，増加よりも横這・減
少の方が圧倒的に多く，ことに，皮革•履物業では増加 1 に対して横這12, 減少16となっ
ている。このことからも伝統的部落産業の衰退あるいは限界性がうかがわれる（表1-
34)。
そこで，これらの産業にあっては縮小・転業・廃業を考えており，転業に対する行政指
導が望まれていることなどが強調されている。なお，内職では横這・減少よりも増加が上
回っているのは人手不足の現れとみなされている。
さらに， 本論の論者は，「経営環境の悪化にもかかわらず， 売上高増加している企業が
あるし，将来事業を拡大，あるいは多角化したいと積極的意欲の企業が43%の51企業であ
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表1-35業種別将来の方向 （企業）
l塁魯 l拡大 1多角化i塁蒻縮小転業廃業
土 木・建 設 20 14 ゜ 6 ゜゜゜皮 革•履 物 43 3 5 18 2 14 1 
その他の製造業・食肉 6 4 1 1 ゜゜゜商 業 36 11 5 17 ゜ 2 1 飲食・サービス 13 7 1 5 ゜゜゜計 I 11s 1 39 J 12 I 47 I 2 I 16 I 2 
（出所）同， 137ページの表A-10。
る」という実態などにも注目され，「したがって転業に対する行政指導を望む企業が一部
にみられる反面，資金もさることながら，土木・建設では人材養成や技術向上を重視して
行政機関に対し，これらの指導を，皮革•履物産業では販売強化，製品高級化，新製品開
発，従業員の養成などを重視して，人材養成，市場開拓，新製品開発，技術などの指導を
望んでいる企業が多くなっている。この他，その他製造業や食肉業では，人材養成，経営
指導，市場開拓を，商業では経営指導や市場開拓，飲食・サービス業では人材養成，経営
指導， 市場開拓などの支援を望んでいる企業が少なくない」（〔1〕137ページ）というこ
とを強調して論じられている。
3)-2 産業分析
その1 土木・建設産業
当地区における当該産業の特徴を概観すると，やはり小零細規模の企業からなってお
り，その組織・形態も規模が小零細なものほど個人組織であり (4~18人規模で9), 5 
人以上の規模では個人組織が5,株式組織が4である。 20人以上の規模では，すべての企
業 (3)が株式形態をとっている。
また，創業年数についても「第2次大戦前や敗戦寵後創業とみられる企業は少数で，高
度成長期以降はもとより，安定成長期以降創業の企業が少なくない」（〔1〕139ペー ジ）
ことが注目されているが，このことは，大福•吉備地区の当該業界について，すでに強調
指摘したことと同様の特徴がうかがわれる。
また，経営者の前歴についても同様の特徴，すなわち，土建業の従業員（いわば独立＝
“上進")か， その家族（後継）であり， 他業種経営者からの参入は， 4人以下の最小規
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模層に1見られるだけである。
次に，工事体制を独立・下請別に見ると，規模が小零細な業者ほど下請・孫下請 (4人
以下は55.5彩）となっている。
これらのことなどを通じて本論の論者は，「一応独立形態をとっている企業が多いが，
元請，下請制の工事量をみると，従業員20人以上の企業においても最高下請工事量が54彩
を占め，平均すると， 31彩となっており，各企業の下請利用状況と相まって，当産業の複
雑で特異な工事体制を知ることができる」（〔1〕142ページ）ということ，そして，また，
これらの業界は官公需に依存するところが多いが，それも横這・減少傾向にあることな
ど，当業界が直面させられている経済・経営の厳しい状況が鋭く問題指摘されている。
このことは，当然，資金・金融問題として現れているのであるが，その借入れ先は， 20
人規模以上ー一つまり株式組織をとっているこの地区ではもっとも大規模ー一の企業が，
部落産業特別融資に依存していない。そして， 19人規模以下の企業では， 13の企業が融資
を受けているのに対して，それを受けていない企業は4のみである。
また，部落産業特別融資を受けている企業が72.2彩であるのに対して，一般金融機関へ
の依存は52.3%にすぎない。
なお．一般金融機関としては，地元銀行や国民金融公庫に依存することが圧倒的に多い
とされているが，本論の論者が，「このような金融機関からの借入難易については19彩が
困難としている」（〔1〕143ページ）と強調されていることに注目しておかねばならない。
すなわち．国民金融公庫においてさえも，ましてや一般商業銀行はそれ自体が利益目的企
業であるので，経営状態の良くない部落産業には融資をしぶるということ，それがゆえ
に，これらの産業を対象としたところの積極的な特別融資援助と経営指導が必要とされる
のである。このことをここに強調指摘しておこう。
次に，労働事情について見ておくと，労働時間が長いこと (21企業のうち13企業までが
9時間労働）や大規模の株式会社3企業のうち2企業および5~19人規模“企業のうち8
企業が月給制である以外，いずれの企業も日給制であるということなどが問題指摘されて
いる。
加えて， 雇用従業員の年齢も中高年層化していること， 労働日数（月平均22~23日）
ゃ， 月額賃金なども特徴的に示されているが， これらの実態分析を通じて， 本論の論者
は，業界の当面の問題を表示され， 当地区の当該業界も行政側に「人材養成，資金， 技
術， 共同化などの面で協力を望む企業が多くなっている」（〔1〕148ページ）ことを強調
して論じられている。
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表1-36 当面の問題 （企業）
棗量 I塁奮 減工事高少 1収低 益下 1賃不金足力 1不技術力足 日 l雙岱 1饂者難
20人～ 3 2 1 ゜゜ 1 ゜゜5~19 ， 7 4 1 5 6 2 2 ~ 4 ， 3 4 1 1 3 4 1 
計 1 21 I 12 I 9 I 2 I a I 10 I 6 I 3 
（出所）表1-1に同じく， 147ページの表B-20。
表1-37将来方向 （企業）
鑓規模 I対象企業 I拡大1多角化 1現状維持I縮小1転業1廃業I不明
20人～ 3 3 ゜゜゜゜゜゜5~19 ， 7 ゜ 2 ゜゜゜゜~ 4 ， 4 ゜ 4 ゜゜゜ 1 計 I 21 I 14 I o I 6 l o I o I o I 1 
（出所）同， 148ページの表B-21。
表1-38対応表 （企業）
鑓 nl対象企業 I技術向上 I人材養成 1業界集約 1業界協調 1共同化 I不 明
20人～ 3 3 3 ゜ ゜ 1 ゜5~19 ， 6 7 2 7 3 、 1 ~ 4 ， 3 5 1 4 2 3 
計 I 21 I 12 I 15 I 3 I 11 I 6 I 4 
（出所）同， 148ページの表B-22。
表1-39 行政機関への要望 （企業）
企業 1対象 要望 要望の内容 要望
規模企業 有り 設備資金1運転資金1技術指導1共同化 I命虹喜 I不明なし
20人～ 3 ゜゜゜゜゜゜1 2 5~19 ， 8 ゜2 ゜ 1 2 1 ゜~ 4 ， 4 ゜゜1 1 2 3 2 計 I 21 I 12 I ゜I 2 I 1 I 2 I 4 I 5 I 4 （出所）同， 148ページの表B-23。
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